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「学校長の裁量･権限に関する調査」概要版について 

 
 この概要版は、「新教育システム開発プログラム」事業の一環として、文部科学省の委託により

株式会社ベネッセコーポレーション・ベネッセ教育研究開発センターが平成 18 年 12 月に実施し

た「学校長の裁量･権限に関する調査」（以下、本調査）の結果をまとめたものである（採択番号

18）。 

 ｢新教育システム開発プログラム」は、将来の制度改正を見据え、新しい教育システム導入の可

能性を検証することを調査研究の目的としている。本調査もこの目的にしたがい、「学校運営の裁

量拡大」をテーマにして、学校長の裁量･権限の実態とその拡大の可能性について検討を行ってい

る。 

 調査は、実際に校長がどの程度の裁量･権限を有し、それに対してどのような意識をもっている

のかを明らかにするという観点から、全国の公立小･中学校の校長 5,000 名を対象に行われた。同

時に、学校現場の裁量･権限の程度は、自治体の教育行政に規定されるところが大きいことから、

全国すべての市区町村の教育長を対象とした調査も実施することにした。 

 

調査概要は、以下の通りである。 

 

 ●校長調査 

  調査対象：全国の公立小学校 2,500 校、公立中学校 2,500 校の校長（無作為抽出） 

  調査時期：平成 18 年 12 月 

  調査方法：郵送法（学校あての郵送による発送と回収） 

  回収数 ：小学校長 1,098 名、中学校長 1,197 名、その他 20 名、無答不明 30 名、合計 2,345 名（回収率 46.9％） 

 

 ●教育長調査 

  調査対象：全国の市区町村に勤務する教育長 1,864 名（悉皆） 

  調査時期：平成 18 年 12 月 

  調査方法：郵送法（教育委員会あての郵送による発送と回収） 

  回収数 ：895 名（回収率 48.0％） 

       それぞれの教育長が勤務する自治体の人口規模は、５千人未満 131 名、５千～１万人未満 139 名、

１～２万人未満 146 名、２～５万人未満 192 名、５～10 万人未満 149 名、10～30 万人未満 91 名、

30 万人以上 44 名である。 

 

 なお、この概要版では、調査で明らかになった特徴的な結果のみを取り上げて報告している。

調査概要および結果の詳細、調査票見本や集計表については、報告書をご参照いただければ幸い

である。 

 

平成 19 年３月 

株式会社ベネッセコーポレーション 
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１．教育予算・学校予算について 

 
１．現在の学校の予算について 

 
 ●９割弱の校長が「現在の学校の予算では足りない」と感じている。 

 

 図１－１：現在の学校の予算では足りないと感じること【校長調査】 

Ｑ：教育活動をするうえで、現在の学校の予算では足りないと感じることがありますか。 
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２．自治体の教育予算について

 
 ●５割の自治体が教育予算を「

 

 図１－２：教育費総額の推移【

Ｑ：あなたが勤務する自治体の
推移していますか。 
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 ●「学校管理費」「教育振興費」「学校建築費」のいずれも「減額している」が最多である。 

 

 図１－３：学校管理費・教育振興費・学校建築費（施設建設費）の推移【教育長調査】 

 Ｑ：次のような小・中学校の予算は、この５年程度をみて、どのように推移していますか。 

  図１－３－①：学校管理費の推移 
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  図１－３－②：教育振興費の推移 
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  図１－３－③：学校建築費（施設建設費）の推移 
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３．増やす必要があると思う予算 

 
 ●施設整備の予算が上位にきており、人件費を増やす必要があるという割合は相対的に低い。 

 

 図１－４：増やす必要があると思う予算【校長調査・教育長調査】 

Ｑ：今後、次のような予算を増やす必要があると思いますか。 
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  ＊数値は、「かなり増やす必要がある」と「まあ増やす必要がある」の合計（％）。 
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４．校長裁量予算について 

 
 ●校長裁量予算がある学校は、１割強。 

 

 図１－５：校長裁量予算の有無【校長調査】 

Ｑ：貴校がある自治体では、教材費や光熱費など学校運営の必要経費以外に、校長の裁量で執行で
きる使途を特定しない予算がありますか。 
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 ●教育長は６割以上が、校長裁量予算について「必要」と回答している。 

 

 図１－８：校長裁量予算の必要性【教育長調査】 

Ｑ：校長の裁量で執行できる使途を特定しない予算は、学校運営に必要だと思いますか。 
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 ●９割を超える校長が、予算の裁量が拡大すれば「特色ある学校づくりが実現できる」と回答。 

 

 図１－９：予算の裁量が拡大したときの影響【校長調査・教育長調査】 

Ｑ：予算についての権限が学校に移譲され、校長の裁量が拡大したら、学校現場にどのような影響
があると思いますか。 
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  ＊数値は、「とてもそう思う」と「まあそう思う」の合計（％）。 
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 ●過半数の校長が、校長裁量予算を拡大する条件として「事務手続きの簡略化」を選択。 

 

 図１－10：校長裁量予算の拡大に必要な条件【校長調査】 

Ｑ：予算の執行について校長裁量を拡大するとしたら、どのような条件が必要だと思いますか。 
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 ●教育長は校長に比べて「教育委員会事務局が学校をサポートする」を選択する割合が高い。 

 

 図１－11：校長裁量予算の拡大に必要な条件【教育長調査】 

Ｑ：予算の執行について校長裁量を拡大するとしたら、どのような条件が必要だと思いますか。 
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５．予算の傾斜配分について 

 
 ●予算の傾斜配分については、過半数の校長が反対をしている。 

 

 図１－12：予算の傾斜配分に対する賛否【校長調査】 

Ｑ：傾斜配分のように学校の希望や実績によって予算の差をつけることに対して、あなたは賛成で
すか反対ですか。 
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 ●人口規模の大きい自治体の教育長ほど、予算の傾斜配分に対して賛成する傾向

 

 図１－13：予算の傾斜配分に対する賛否【教育長調査】 

Ｑ：傾斜配分のように学校の希望や実績によって予算の差をつけることに対して、
すか反対ですか。 
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 ●予算の傾斜配分を実施している自治体は約１割。人口規模の大きな自治体ほど実施。 

 

 図１－14：傾斜配分を行っているか【教育長調査】 

Ｑ：あなたが勤務する自治体では、学校予算の傾斜配分を行っていますか。 
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12.1

21.9

25.3

17.9

12.5

8.8

17.94.5 16.4

24.2

21.3

22.4

13.2

17.5

13.4

12.1

12.5

7.5

4.4

5.6全体

小学校

中学校

11.8

10.1

8.2

12.0

14.1

15.4

25.0

.3

90.1

87.8

89.7

86.5

84.6

82.4

75.0

6.9

0.0

2.2

1.3

1.6

2.1

2.2

3.1

1.9全体

５千人未満

５千～１万人未満

１～２万人未満

２～５万人未満

５～10万人未満

10～30万人未満

30万人以上

 86

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

 
 
●傾斜配分の予算を受けている場合も、３校に２校は 50 万円以下の金額である。 

 

 図１－15：傾斜配分による予算の金額【校長調査】 

Ｑ：貴校では、今年度、傾斜配分による学校予算の措置を受けていますか。受けている場合は、そ
のおよその金額を万単位でお答えください。 

 

 
１～10 万円 11～20 万円  21～30 万円  31～50 万円  51～100 万円 101 万円以上 無答不明

 

 

 

 

 

（％） 

      ＊回答は、学校がある自治体で傾斜配分が行われていると回答した校長（全体 10.0％、小学校 11.5％、中学校 8.9％）

のうち、学校が傾斜配分の予算を受けていると回答した校長（全体 68.1％、小学校 72.2％、中学校 63.2％）が

対象。サンプル数は、全体 160 名、小学校長 91 名、中学校長 67 名。 
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２．教職員の人事について 

 
１．増やしてほしい教職員・増やしたい教職員 

 
 ●校長が増やしてほしい教職員、教育長が増やしたい教職員は「一般教員」がトップ。 

 

 図２－１：増やしてほしい教職員・増やしたい教職員【校長調査・教育長調査】 

Ｑ：今後、どのような教職員を増やしてほしいと思いますか。（校長調査） 
  今後、教育長としてどのような教職員を増やしたいと思いますか。（教育長調査） 
 

85.4

41.2

35.6

13.7

13.0

11.1

10.9

8.2

7.5

4.3

2.6

10.0

78.7

59.2

34.7

24.8

7.7

3.8

11.5

7.8

5.7

9.7

5.9

11.7

一般教員

スクールカウンセラー

図書館司書

外国語指導助手（ＡＬＴなど）

教頭・副校長

事務職員

主幹

養護教諭

実験・実習助手

学校栄養職員

日本語指導教諭

その他
校長

教育長

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＊とくに増やしてほしいと思うもの／とくに増やしたいものを３つまで選択（％）。 
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２．人事権の移譲について 

 
 ●人事権の市区町村への移譲には「反対」する教育長が多い。 

 

 図２－２：人事権の市区町村への移譲の賛否【教育長調査】 

Ｑ：教職員の人事権を市区町村に移譲するのがよいという議論がありますが、あなたはこのことに

賛成ですか反対ですか。 
 

7.9

4.8

5.2

12.1

13.2

40.9

19.1

12.2

11.5

14.4

16.1

27.5

30.8

36.4

27.8

22.9

26.6

27.4

29.7

36.2

27.5

13

1.4

3.1

2

42.7

49.3

52.5

58.0

40.1全体

５千人未満

５千～１万人未満

１～２万人未満

２～５万人未満

５～10万人未満

10～30万人未満

30万人以上

とても賛成   やや賛成       やや反対               とても反対 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ●人口規模の小さな自治体の教育長ほど、人事権の移譲について悪影響を懸念

 

 表２－１：教職員の人事権を市区町村に移譲したときの影響【教育長調査】 

Ｑ：教職員の人事権をそれぞれの市区町村に移譲した場合、どのような影響がある

全体 ５千人未満
５千～１万人

未満

１～２万人

未満

２～５万人

未満

５～10万人

未満

小規模の自治体では
必要な人材が確保できない

91.7 96.2 94.2 93.8 92.2 91.3

人材の選抜や育成の
負担が大きくなる

86.5 90.1 86.3 86.5 85.293.5

地域や学校による格差が
大きくなる

77.5 89.9 83.6 81.8 61.791.6

人事が停滞して
学校の活力がなくなる

63.6 77.7 69.9 66.7 49.779.4

地域に愛着をもった教員が
増える

55.6 35.9 41.0 53.4 59.4 63.8

採用から育成まで
一貫した人事が実現できる

43.6 22.1 25.9 38.4 43.8 55.0

地域に必要な人材を
集めることができる

40.2 24.4 27.3 41.1 35.9 51.0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ＊数値は、「とてもそう思う」と「まあそう思う」の合計（％）。 
 ＊  は人口規模別で見たときの最大値、下線は最小値を示す。 
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よくわからない 
.6 6.8

3.1

20.8

0.0

2.2

2.7

2.6

2.1

2.9

2.3

2.3

2.3

3.3

0.7

3.6

2.1

5.0

1.5

2.7

       無答不明

（％） 

している。 

と思いますか。 

10～30万人

未満
30万人以上

89.0 72.8

81.3 68.2

64.8 38.6

46.2 22.8

73.6 84.0

68.1 88.7

53.8 77.2



 ●校長の４割は「基本的にはすべての市区町村に人事権を移譲」することを支持している。 

 

 図２－３：人事権の移譲の方法について【校長調査】 

Ｑ：現在、文部科学省が人事権の移譲について検討していますが、あなたはどの方法がよいと考え

ますか。 
基本的にはすべての市区町村に人事権を移譲し、
規模が小さい自治体は広域地区を設定して交流
人事を行うのがよい 

 

 

31.9

32.4

13.2

12.3

14.1

40.0

40.3

40.031.4 8.1

9.4

8.8

5.2

4.0

都道府県・政令指定都市に人事権が
あるのがよい（現状どおり） 

無答不明 

学校あるいは複数の学校グループ
に人事権を移譲するのがよい 

すべての市区町村に人事権を
移譲するのがよい 

中核市のように一定の人口規模の
市に人事権を移譲するのがよい 

 

 

 
4.6

1.2

1.6

1.4全体

小学校

中学校

 

 

 

 

（％） 
 

●教育長の過半数は人事権のあり方について「現状どおり」を支持。 

 

 図２－４：人事権の移譲の方法について【教育長調査】 

Ｑ：現在、文部科学省が人事権の移譲について検討していますが、あなたはどの方法がよいと考え

ますか。 

 

52.5

57.5

60.9

40.9

29.7

13.6

13.6

5.3

11.5

7.5

14.6

15.4

20.9

40.9

30.8

27.5

20.1

32.2

19.3

42.3

48.4

43.2

64.0

64.9

0.0 0.0

1.1 0.0

0.7 0.0

1.6 0.0

0.7 0.7

0.7 0.0

0.8 0.0

0.9 0.1

2.3

0.0

0.7

3.6

1.4

3.6

1.5

2.0全体

５千人未満

５千～１万人未満

１～２万人未満

２～５万人未満

５～10万人未満

10～30万人未満

30万人以上

都道府県・政令指定都市に人事権が
あるのがよい（現状どおり） 

無答不明 

すべての市区町村に人事権を
移譲するのがよい 

基本的にはすべての市区町村に人事権を移譲し、
規模が小さい自治体は広域地区を設定して交流
人事を行うのがよい 

中核市のように一定の人口規模の
市に人事権を移譲するのがよい 

学校あるいは複数の学校グループ
に人事権を移譲するのがよい 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（％） 
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３．校長の人事権や校内人事について 

 

 ●６割の校長は人事異動に際して具申した意見が「反映されている」と回答。 

 

 図２－５：教職員の異動に際して具申した意見が反映されているか【校長調査】 

Ｑ：教職員の異動に際して、あなたが具申した意見は十分に反映されていると思いますか。 

 
 

3.2

校長（全体）

とても反映されている   

 

 ●８割弱の教育長は人事異動に

 

 図２－６：教職員の異動に際して

Ｑ：教職員の異動に際して、校長

 
 

7教育長（全体） 4.

とても反映できている   

 

 ●半数以上の校長は学校が必要

 

 図２－７：必要とする人材が異動

Ｑ：学校が必要とする人材が、教職

 

4

1.0

校長（全体）

 とても感じる   まあ感

 

 ●６割の教育長は、学校が必要

 

 図２－８：学校が必要とする人材

Ｑ：学校が必要とする人材を、教職

 

0.6

教育長（全体）

 十分にできている    

 

まあ反映されている           まったく反映されていない  
58.1 3 .3

2.9 3.3

                 あまり反映されていない   よく い 

1

際して校長の具申した意見を「反映できている」と回答。

校長の具申を反映できているか【教育長調査】 

が具申した意見を十分に反映できていると思いますか。 

72.4 .8

1.0 1

19

                 あまり反映できていない    よ

とする人材がきちんと割り当てられていないと感じている

の際に割り当てられていると感じるか【校長調査】 

員異動の人事の際にきちんと割り当てられていると感じま

0.0 53.2 4.7

じる             あまり感じない           無

とする人材を割り当てできていると回答。 

を移動の際に割り当てできているか【教育長調査】 

員異動の人事の際にきちんと割り当てできていると思いま

58.5 38.8

1.0

まあできている            あまりできていない     無
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わからな
1

無答不明 
1.

（％） 

 

まあ反映できている          まったく反映できていない  
ない 
くわから
.1

1.0
無答不明 

（％） 

。 

すか。 
 
まったく感じない
1.1

答不明 

（％） 

すか。 
い
まったくできてな
1.1

答不明 

（％） 



 ●校長の９割が「具申権を強めてほしい」、８割が「採用権がほしい」と回答。 

 

 図２－９：学校の人事について感じること【校長調査】 

Ｑ：学校の人事について、次のようなことを感じることがありますか。 

 まあそう思う  まったくそう思わない

 
51.2

34.8

39.1

17.4

26.1

13.0

43.2

47.9

40.3

49.0

36.5

43.9

15.6

16.6

31.9

28.5

37.5

4.1 0.3

0.4

3.7

7.6

0.4

2.6

1.2

1.4

1.3

1.2

1.9

1.3

校長の具申権を強めてほしい

特色ある学校経営を行ううえで

必要となる人材が不足している

校長にも採用権がほしい

教職員の力量に関して学校間の格差が大きい

指導力不足教員の処遇に困る

学校人事について相談できる機関がほしい

とてもそう思う         あまりそう思わない  無答不明 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（％） 
 

 

４．教員公募制・教員ＦＡ制について 

 

 ●校長、教育長ともに、教員公募制・教員ＦＡ制に対する賛否はわかれる。 

 

 図２－10：教員公募制・教員ＦＡ制への賛否【校長調査・教育長調査】 

Ｑ：「教員公募制」や「教員ＦＡ制」の実施について、あなたは賛成ですか反対ですか。 

 
よくわからない 

 

6.9 37.4

32.6

27.2

30.44.5

15.9

13.5

10.5

15.0

2.0

4.0

校長（全体）

教育長（全体）

とても賛成      やや賛成           やや反対     とても反対        無答不明

 
 
 

（％） 
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５．主幹制について 

 

 ●主幹制を導入している自治体は１割弱。人口規模の大きな自治体ほど実施する傾向がある。 

 

 図２－11：主幹制を導入しているか【教育長調査】 

Ｑ：あなたが勤務する自治体では、いわゆる「主幹」を配置する制度が導入されていますか。 

 

8.3

6.3

9.4

19.8

25.0

89.1

90.1

93.5

93.2

90.6

88.6

79.1

75.0

3.4

6.9

2.9

0.0

1.1

2.0

3.1

3.4

3.6

3.1

2.7全体

５千人未満

５千～１万人未満

１～２万人未満

２～５万人未満

５～10万人未満

10～30万人未満

30万人以上

いる                  いない                  無答不明 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（％） 
 

 ●学校に「主幹」がいるのは１割弱。 

 

 図２－12：「主幹」のような教員がいるか【校長調査】 

Ｑ：貴校には、いわゆる「主幹」のような教員がいますか。 

8.5

7.0

90.7

92.1

89.110.2 0.8

0.9

0.8全体

小学校

中学校

 
いる                  いない                  無答不明 

 
 
 
 
 

（％） 
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 ●「主幹」がいる学校の校長の半数が、「教員の間での業務の調整が円滑になった」と回答。 

 

 図２－13：「主幹」がいることによる変化【校長調査】 

Ｑ：「主幹」ができたことによって、以前と比べて変化したことはありますか。 

 
48.2

46.7

27.1

20.1

19.6

19.1

8.5

1.5

8.0

21.1

58.4

48.1

36.4

27.3

20.8

16.9

15.6

2.6

7.8

14.3

41.8

45.9

21.3

15.6

18.9

20.5

4.1

0.8

8.2

25.4

教員の間での業務の調整が円滑になった

　　　　　　管理職からの指示が
教員によく伝わるようになった

　トラブルなどが発生したときに
柔軟に対応できるようになった

　　 主幹のリーダーシップで
人材がよく育つようになった

管理職が教員を管理しやすくなった

主幹に業務が集中するようになった

管理職の業務量が減った

教員間の意思疎通がうまく図れなくなった

その他

特に変化したことはない

全体

小学校

中学校

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊複数回答（％）。 
＊回答は、「主幹」のような教員が「いる」と回答した校長（全体 8.5％、小学校 7.0％、中学校 10.2％）が対象。サンプ

ル数は、全体 199 名、小学校長 77 名、中学校長 122 名。 

 
 

 ●校長、教育長ともに、「主幹」の必要性に対する意見はわかれる。 

 

 図２－14：「主幹」が学校に必要か【校長調査・教育長調査】 

Ｑ：「主幹」のように管理職と一般教員の中間にいる教員が、学校のなかに必要だと思いますか。 

 
 

16.1 35.8

35.112.8

校長（全体）

教育長（全体）

とても必要        まあ必要         あま
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い 
まったく必要ではない  よくわからな
31.3

36.4 8.4

10.9

4.4

3.2

2.9

2.7

り必要ではない         無答不明 

（％） 



６．人事考課・教員評価について 

 

 ●「評価結果を給与などの処遇に反映させること」の必要性を感じている校長は、半数以下。 

 

 図２－15：教員評価に関連して必要なこと【校長調査】 

Ｑ：教員の評価に関連する次のような項目について、あなたは必要だと思いますか。 

 
まあ必要    まったく必要ではない 

55.1

38.2

16.2

13.9

11.6

38.8

53.2

42.8

35.9

34.3

7.0

30.3

35.4

37.2

4.7

0.6

15.7

13.7

9.5

0.5

1.2

1.2

1.2

0.9

0.9教員自身が実績について自己評価をすること

管理職が教員の能力と実績を評価すること

教員の専門職化など管理職登用以外でも

　　　　　　 昇給・昇格する制度をつくること

優秀な教員を表彰する制度をつくること

評価結果を給与などの処遇に反映させること

とても必要          あまり必要ではない  無答不明 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（％） 

 
●教育長は６割が「評価結果を給与などの処遇に反映させること」の必要性を感じている。 

 

 図２－16：教員評価に関連して必要なこと【教育長調査】 

Ｑ：教員の評価に関連する次のような項目について、あなたは必要だと思いますか。 

 
まあ必要    まったく必要ではない 

63.0

57.8

18.0

22.5

16.1

30.5

36.5

48.7

42.9

45.7

25.8

26.5

29.9

2.6 0.6

3.4 0.4

4.0

5.1

5.4

2.7

2.6

3.5

3.0

2.9

教員自身が実績について自己評価をすること

管理職が教員の能力と実績を評価すること

教員の専門職化など管理職登用以外でも

　　　　　　 昇給・昇格する制度をつくること

優秀な教員を表彰する制度をつくること

評価結果を給与などの処遇に反映させること

とても必要        あまり必要ではない   無答不明

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（％） 
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●９割を超える校長が、教員評価の課題として「教育の成果は数値に表わしにくい」と回答。 

 

 図２－17：教員を評価する際の課題【校長調査】 

Ｑ：教員を評価する際に、次のような課題を感じることがありますか。 
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51.0

36.1

18.6

13.5

46.9

44.3

30.9
4.7

27.4

教育の成果は数値に表わしにくい

教員の実績を公平に評価するのが難しい

教員を評価するうえで役立つ指標がほしい

評価されることに対する
   教員の抵抗感が強い

           家庭の事情などを
どう考慮すればよいか悩む

評価結果に不満を言う教員が多い

とてもそう思う    
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
●校長の６割、教育長の７割が教職調整額を見直すことが適切だ

 

 図２－18：教員評価を反映する際に適切な方式【校長調査・教育

Ｑ：教員評価を給与や業績に反映する際に、次のような方式は適

 

14.5

21.6

一定以上の評価を管理職登用の条件にする

残業や休日出勤の手当てを支給する

一律に支給されている教職調整額を見直す

基本給を少なくして成果給を増やす

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊数値は、｢とても適切｣と「まあ適切」の合計（％）。 

 

まあそう思う  まったくそう思わない
42.6

50.4

51.7

11.6

17.5

31.3

34.9

55.1 6.5

5.5

1.6

1.5

0.6

0.3

1.6

1.8

2.7

1.9

1.2

15.1 1.

      あまりそう思わない  無答不明 

（％） 

と考えている。 

長調査】 

切だと思いますか。 

76.8

66.1

58.6

84.4

64.4

71.3

校長（全体）

教育長（全体）



３．教育改革について 

 
１．教育改革の賛否（校長の意見） 

 
 ●９割の校長が「保護者や地域住民による授業支援」に賛成。 

 

 図３－１：教育改革の取り組みに対する賛否【校長調査】 

Ｑ：次のような教育改革に関する取り組みに対して、あなたは賛成ですか反対ですか。 
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２．教育改革の賛否（教育長の意見） 

 

 ●「保護者や地域住民による授業支援」は、教育長の意見も「賛成」が９割である。 

 

 図３－２：教育改革の取り組みに対する賛否【教育長調査】 

Ｑ：次のような教育改革に関する取り組みに対して、あなたは賛成ですか反対ですか。 

 とても反対 よくわからない 
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